
公益社団法人黒石青年会議所経理規程  

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 本規程は、公益社団法人黒石青年会議所定款に基づき、本会議所の経理の原則を定め、その適正 

化をはかることを目的とする。 

 

（経理原則） 

第２条 本会の経理は、すべての収支について予算統制を行なう。 

 

第２章 帳簿組織及び会計処理 

（会計の原則） 

第３条 本会の会計は「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日内閣府公益認定等委員会決定）に基づいて行う。 

 

（会計年度） 

第４条 本会の会計年度は、毎年１月１日に始まり、１２月３１日に終わる。 

 

（予算及び決算） 

第５条 本会の収支予算は、理事会の決議により定め、収支決算は会計年度終了後、１週間以内にその会計年度

末の決算報告書を監事の監査を経て、１ヶ月以内に総会の承認を得なければならない。 

 

（原則） 

第６条 会計帳簿は、証憑書類によって事実を証明し得る会計処理をもって作成されたものでなければならな

い。 

 

（会計帳簿） 

第７条 会計帳簿は、次のものを使用する。 

（１）総勘定元帳 

（２）固定資産記入帳 

（３）会費明細簿 

 

（会計処理） 

第８条 総勘定元帳は、各日ごとの金額を転記する。 

 

（処理確認） 

第９条 経理を担当する理事（以下、担当理事という。）は、各月末ごとに総勘定元帳の当該口座の金額と照合

し、その合致を確かめなければならない。 

２. 担当理事は、 毎月試算表を作成し、その証憑書類とともに通し番号を付し整理の上、専務理事の確認を受け

なければならない。 

 

 



（帳簿の更新） 

第１０条 会計帳簿は、会計年度ごとにこれを更新する。ただし、毎会計年度を通じ連続記入する方が合理的で

あるような帳簿（固定資産記入帳）については、この限りではない。 

 

（証憑書類） 

第１１条 担当理事は、収支に関する請求書、領収書等の証憑書類を通し番号順に整理し、これを事務局に保管

しなければならない。 

 

第３章 予 算 

（予算編成） 

第１２条 予算編成は、各室並びに各委員会の事業計画案に従い、理事長がこれを立案し、理事会の議決を経て

行なう。 

 

（予算科目） 

第１３条 予算は、収支の性質、目的に従い、款、項、目に区分する。科目改正は、理事長がこれを別に定め

る。 

 

（予算編成の様式） 

第１４条 予算編成にあたっては、予算科目と事業計画との関連を明瞭になるような様式を用いる。 

 

（予算科目の支出） 

第１５条 予算科目外の支出をしようとする場合には、理事会の議決を得なければならない。 

 

（各委員長の任務） 

第１６条 各委員長は、予算編成とその執行に関し適切な資料を作成し理事長に意見を具申するとともに、所管

事項に関する予算の執行について、管理監督責任を理事長に対して負うものとする。 

 

（専務理事の任務） 

第１７条 専務理事は、予算の執行にあたり、全般を管理する直接的責任を理事長に対して負うものとする。 

 

（副理事長への委任） 

第１８条 理事長は、各室並びに各委員会と事務局との業務執行の過程における管理調整のため副理事長及び専

務理事をその任にあたらしめることがある。 

 

第４章 決 算 

（決算報告書の作成、承認） 

第１９条 決算は、事業年度終了後各室並びに各委員会の事業報告書に従い、理事長が速やかに決算報告書を作

成し監事の監査を経て、理事会及び総会の議決を経てこれを行なう。 

 

（決算科目） 

第２０条 決算科目は、予算科目に従って行なう。 

 



（専務処理の任務） 

第２１条 専務理事は、決算報告書の作成にあたり、全般を管理する直接的責任を理事長に対して負うものとす

る。 

 

第５章 収 入 

（請求書の発行） 

第２２条 収入すべきことが確定した金額について、請求書を発行すべき時期が到来したならば、担当理事は直

ちに所定様式の請求書を発行しなければならない。 

 

（領収証の作成交付） 

第２３条 金銭収納にあたっては、所定様式の領収証を作成しなければならない。 

２. 領収証は、原則として金銭出納担当者がこれを作成し、専務理事が確認の上発行する。 

 

（収納金銭の預け入れ） 

第２４条 収納した金銭は、原則として収納当日中に銀行に預け入れるものとする。ただし、締切後に収納した

金銭は、翌日に当日分と区分して銀行に預け入れる。 

 

（未収入金の処理） 

第２５条 決算期末において、金銭収納がいまだなされていないものであっても収納すべきことが確定したもの

は、当期の収入に計上しなければならない。 

 

第６章 支 出 

（購入） 

第２６条 固定資産（耐用年数１年以上で、単位20 万円以上）の購入、補修等を行なうときは、理事会の議決を

経て総会の承認を得なければならない。 

２. 固定資産及び物品（耐用年数１年未満又は１単位当たり20 万円未満）の購入は、理事会の議決を経て適正な

証憑に基づき専務理事が行なうものとする。 

 

（請求） 

第２７条 予算に従って支払をしようとするときは、所定の支払請求書により支払の請求をするものとする。 

２. 支払請求書は、当該支払が発生する事項を主管する理事が起案し、証憑書類を添付して担当理事に 

提出する。 

３. 担当理事は、前項の支払請求書の内容を確認し、専務理事の決裁を受けたうえ、当該支払請求書を 

金銭出納担当者に提出する。 

 

（領収証の受領） 

第２８条 金銭出納担当者は、支払を行なったときは、必ず支払先から適正な領収証を受領して保管しなければ

ならない。 

２. 適正の領収証の受領が困難なものについては、当該支払が発生する事項を主管する理事の認印ある 

内部領収証によることができる。 

 

 



（締切日、支払日） 

第２９条 金銭支払の対象となる物品、用役の納入期限は、毎月末日までとし、支払日は毎月１０日とする。た

だし、支払日が金融機関休業日の場合は、翌営業日に支払うものとする。 

２. 臨時払の必要のあるもの及び契約による定期払のものについては、この限りではない。 

 

（残高確認） 

第３０条 担当理事は、毎日締切後、会計帳簿を照合点検しなければならない。 

２. 銀行預金残高については、毎月末に担当理事が銀行残高と照合調整し、決算期末には銀行残高証明 

書を徴して帳簿残高と調整の上確認する。 

 

（未払金の処理） 

第３１条 決算期末において、金銭未払のものであっても支払うべきことが確認しているものは、当期の支出に

計上しなければならない。 

 

第７章 監 査 

（監査） 

第３２条 監事は、監査を行なう。 

２. 監査は、いつでも本会の監査を行なうために帳簿の閲覧謄写を求めることができる。 

 

附 則 

 本規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行

する。 

 


